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台湾教育制度と特徴

•戦後、日本植民地教育（幼稚園、小中学校、高校、
高等教育、研究機関、職業教育）と中華民国教育
制度（大学、研究機関）から影響を受けている。

•現在、アメリカ教育（評価、情報公開）、イギリ
ス教育（質保証）、K-12(十二年国民基本教育)から
の影響も著しい。

•アメリカ、日本の教育制度の影響が一番多い。

•高等教育は「ハイブリッド型」で成り立った。
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図１ 台湾の学校教育システム
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台湾教育制度と特徴

•日本と同じく6・3・3・4制。

•1968年に九年制国民義務教育を実施。その後、高
校、五年制専門学校、大学も次第に増加し、高学
歴化社会になっている。

•就学前の幼児園教育（すでに幼保一本化）、国民
小学（小学校）6年、国民中学（中学校）3年、高
級中等学校（高等学校）3年、高等教育（学部教
育、修士課程、博士課程）から構成される。
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台湾教育制度と特徴
•中学校を卒業して五年制専門学校（五専）に、職業高
校を卒業して四年制科学技術大学・技術学院（四技）
または二年制専門学校（二専）に進学する技術・職業
教育がある。

•医学教育の修業では医学、歯学は6年。学士後の医学部
教育、すなわち大学卒向けの医学（西洋医学）、中医
（東洋医学）の修業は5年である。

•「空中大学」（放送大学）、「継続・補習教育」（夜
間学校、補習教育など）、特殊教育（特別支援教育）
も正規の教育体制の一部である。

•国際結婚で来た「新住民」、外国人労働者が夜間補習
学校に通っている。 6



台湾教育制度と特徴

•小学校・中学校は義務教育であり、高校教育段階は、
「普通型」（一般高校）と、「技術型」（職業高校）、
「綜合型」（総合高校）、「単科型」（科学、芸術、
外国語、体育など）の四タイプに分けられる。また、
中学校と高校で構成される「完全中学」（中高一貫校）
もある。

• 2014年より、高校教育（五年制専門学校の前三年を含
む）普及のために、「九年義務教育」をベースとして、
一定の条件による学費無料化、進学試験免除を含む
「十二年国民基本教育」が実施されている。
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前期中等教育から後期中等教育への進学方法

•中学校の卒業生の進学選択は一般高校、職業高校また五
年制専門学校がある。

•進学選択を問わず、中学校学生全員は「国中会考」（中
学生学力試験）を受けなければならない。

•「国中会考」の科目は中国語、英語（読解、聴解）、数
学、社会、自然、作文。選択問題と非選択問題から構成
されている。科目の試験結果はA++、A+、A、B++、B+、
Bと「要増強」の７ランクに分けられている。
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•「高校入試」（入試免除）、「高校特色入試」（独立募
集）または「高専（五年制専門学校）入試」（試験免除）
を選び、進学する。

•「高校入試」（入試免除）は15地域にわけて、中学生の
進路相談、個人志向、趣味および能力によって行われる。

•「高級中等教育法」によると、入試免除による入学定員
は各学区の85％以上と定められている。同一高校に申し
込んだ人数が当該高校の定員を超えた場合は「得点の高
さ」で入学資格を決める。

前期中等教育から後期中等教育への進学方法
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•「優先入試免除による入学」とは、高校の所在地は中学校
と同じ学区に限定される。

•直接進学とは中学卒業生が同じ高校（一貫校）に進学する
ことである。定員の上限は国立学校35％、私立学校50％に
限られているが、公立学校の場合は各地方政府の教育局が
決める。

•特色入試はサイエンス・クラス、専攻科、体育、芸術才能
（美術、音楽など）に分けて、各校が独立で行う。

•五年制専門学校は入試免除で入学者を決めるといわれてい
るが、有名校の場合はほぼ中学生学力試験の成績で合格の
有無が決定される。

前期中等教育から後期中等教育への進学方法
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高等教育の制度

•高等教育段階は一般大学と科学技術系大学に二分されて
いる。前者は教育部の高等教育司（高等教育局）が所轄
し、後者の科学技術大学、技術学院（四年制単科大学）
と専門学校は、技術職業教育司（技術職業教育局）が所
轄している。すなわち、高等教育段階では、所轄機関は
「棲み分け」で事務を行っているのである。

•国際化関係の事務は国際・両岸教育司が司る。

•設置者からみると、国立、公立（2校のみ）、私立大学
があるが、歴史がある大学、そして大規模大学のほとん
どが北部に集中している。
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図4 各教育段階学齢人口の推移
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• 2020学年度から2030学年度にかけて初等、中等、高等教育段階の学齢人口はそれぞれ
21万人(18%)、5万人(4%)、31万人(28%)減少していくと推定されている。

• 2070学年度になると、学齢人口の規模は2020学年度の約半分になると推定されている。

万人
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図5 台湾高等教育機関推移
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• 1990年代の高校・大学普遍化運動で高等教育機関の数は2007年の164校の最高値になっていた。

• そうした中、一般大学への昇格運動で、専門学校・技術学院が次第に減少した。

• 国立大学合併、私立大学の閉校で大学数がさらに減少している。

一般大学

合計
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• 一般大学への進学方法は繁星
推薦入学、個人申請入学と試
験入学に分けられる。

• 教育部のルールによれば、各
進学方法の定員は繁星推薦入
学15％、個人申請入学45％、
その残りは試験入学の定員に
なる。

多元的大学入学制度
繁星推薦入学 試験入學(個人)申請入学

申込(統一)
現役卒業生のみ。申請資格として

の高校成績はトップ大学申請な

ら、上位20％または30％、一般

大学なら上位50％。

学科能力試験（科目能力試験）

大学が合格者を決める
1.学科能力試験結果をみる。

2.高校１年、２年の成績の全学校上

位ランキング（％制）を比較

3. ランキングが同じ場合は、学科能力

試験の得点、あるいは単一科目のラン

キングを比較。

1.学科能力試験成績をみる

2.各学科が自ら決めた基準と倍

率で選抜

大学入試
1. E-Portfolio
2. 各学科の面接

合格者発表
(各大学が合格者と補欠者を発表

する。受験生が学科を選ぶ。）

申込
(受験生は最大で六つの

学科を申込）

高校推薦の順位
同一高校生は一つの学群（分

野）のみに推薦される。同一高校

は同じ学群に最大２名を推薦す

る。学群は8つある。

2021年受験生：16,111名

2022年受験生：16,178名

2021年受験生：55,541名

2022年受験生：55,810名

2021年受験生：24,781名

2022年受験生：24,915名

学科を選ぶ
(上限100学科)

1. 一部の学校学科能力試験成績を

みる。

2. 各学科が自ら学科能力試験成績

（3-5科目、）分科測驗または、実

技試験の成績で選抜。ただ、学科能

力試験は最大４科目、分科測驗ま

は最小1科目。

合格発表

統一配置

分科測驗

（科目試験）

推薦された学生は学群の

中から一つ学科を選ぶ。

図6 四年制一般大学進学のながれ
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学科能力試験

• 受験生は繁星推薦入学、個人申請入学と試験入学のいずれを選択
しても「学科能力試験」（学力試験）に参加しなければならない。

• 試験の目的

1) 受験生の基本的な科目能力を評価する。

2) 受験生の大学教育を継続できる基本的な科目能力を評価する。

3) 受験生の違う状況の中で基本科目能力の活用、問題解決の能力
を評価する。

4) 受験生の読解、図表の解読、証拠運用、論理の推論、分析と評
価、表現と説明などの能力を評価する。
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学科能力試験の科目と成績

受験科目 受験範囲 依拠

中国語 必修中国語（総合問題と作
文、各50％）

108課程大綱
（2019学習要領）

英語 必修英語

数学A 10学級必修数学、11学級
必修数学A類

数学B 10学級必修数学、11学級
必修数学B類

社会 必修歴史、必修地理、必修
公民・社会

自然
必修物理、必修科学、必修
生物、必修地球科学（探求
と実技を含む）

• 学科能力試験の成績は
上位から「頂標」、
「前標」、「均標」、
「後標」、「底標」の
５ランクに分けられ
る。

• 実技は音楽、美術、体
育の三つのグループに
区分される。

• また、英語聴解試験は
A、B、C、Fの四ランク
に分けられ、各大学が
任意に指定する。
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繁星推薦入学
•現役卒業生のみ、しかも在学中は転学不可。申請資格として
の高校成績はトップ大学申請なら、上位20％または30％、一
般大学なら上位50％。

•高校推薦の順位については、同一高校生は一つの学群（分野）
のみに推薦される。同一高校は同じ学群に最大２名を推薦す
る。学群は8つある。

•推薦された学生は学群の中から一つ学科を選ぶ。

•大学が合格者を決める方法は、まず学科能力試験結果をみる。
そして高校１年、２年の成績の全学校上位ランキング（パー
セント制）を比較する。

• 受験者のランキングが同じ場合は、改めて学科能力試験の得
点、あるいは単一科目のランキングを比較。
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個人申請入学

•個人申請入学の三つの要は学科能力試験の成績、E-Portfolio
と面接である。

•まず、「学期ごと」に出身高校側が学生の学習内容をE-
Portfolioシステムにアップロードする。

•次に受験生は学科が決めた学科能力試験成績の最低基準に沿
って、申請人数の倍率と選抜条件の順位を考えて、申し込む
（最大6学科）。

•最後に、各学科の審査委員はE-Portfolioの内容を審査し、採
点する。そして各学科の審査員は受験生を面接し、採点する。

•最終の成績が各学科の決めた比率で合算され、合格の有無が
決定される。
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政治大学日本語学科の申請入学の基準（例）

科目 中国語 英語 数学 B 社会 自然
基準 前標 頂標 なし 均標 なし

1）学科能力試験の成績

科目 中国語 英語 社会
倍率 5倍 3.5倍 ４倍

2）申請人数の倍率（合格者14名で計算）

3）選抜条件の順位

条件 条件1 条件2 条件3

科目 中国語 社会 英語

4）採点項目の構成：学科能力試験の成績50％、審査資料（E-Portfolio）
20％、面接30％。
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E-Portfolio（審査資料）

• E-Portfolioは高校在学中の学習歴をファイ
ル化したもので、学習のプロセス、個性、
能力発展を表現するためのものである。
つまり、テストで表現できない学習成果
を表すのである。

• メリット

1) 長時間にわたる審査資料の収集で、資
料の真実性、正確性を保つ。

2) 学生の個別の差異を尊重し、テスト以
外の学習成果を表現する。

3) 学習表現を定期的に記録し、学習の質
の向上への寄与だけでなく、個人の特
色と学習軌跡を表現する。

4) 学生の生涯探索と進路決定に役立つ。

E-Portfolio
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E-Portfolioの内容

•基本データ：個人データ、部活記録など。「学期ごとに」
学校の事務の責任者がアップロードする。

•履修記録：各科目の成績、履修カウンセリング記録。
「学期ごとに」学校の事務の責任者がアップロードする。

•学習成果：履修記録、単位、宿題、作品、その他の学習
成果。毎年、宿題、作品、その他の学習成果の中から学
生が６点選び、科目担当の教員が認証して、「学期ごと
に」学校の事務の責任者がアップロードする。一般大学
入試は３点のみ、科学技術大学入試は９点のみを参照。
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E-Portfolioの内容

•多元的な表現：2019学習要領に示される弾力的な学習時
間、団体活動時間およびその他の学習成果。毎年、学生
が10点選び、学校の事務の責任者がアップロードする。
学生がその中の10点をさらに選び、大学に提示する。

• E-Portfolio審査はアドミション改革の一つで、各学科の教
員は多くの研修活動に参加し、細かい項目の指標、得点
を議論し、共通基準を定める。審査委員の合意で得点の
格差は上下10点以内に設定されなければならない。
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試験入学

• 試験入学は繁星推薦入学、個人申
請入学に合格しなかった者、また
は合格しても登録しなかった者に
対するセカンド・チャンスである。

• 受験生は各学科が指定した科目を
受験し、最大100学科まで申し込む。

• 各学科が学科能力試験の成績（最
大４科目）を見ながら、学科指定
の分科測驗（科目試験）から少な
くとも１科目の成績と合わせて、
合格基準を決める。

• 合格決定は統一で行われる。

試験 学科能力試験
分科測驗（指
定科目試験）

合算
科目

中国語、英語 歴史、地理

政治大学日本語学科の受験科目
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四技二專への進学
•科学技術大学、技術学院への進学方法は、統一試験参
加、統一試験免除不参加と学力試験参加という三つの
方法がある。

•統一試験の科目は20学群（分野）に分けられる。受験
生は中国語、英語、数学の共通科目のほか、各学群の
2科目を受験する。

•統一試験に参加したものは申請入学または統一登録で
大学に進学する。また一部の受験者が試験の成績で、
独立入試で大学に進学する。

•統一試験を免除された者は各大学の特別入試を受ける。
26



図7 四年制科学技術大学・二年制専門学校進学のながれ
*進学者は現役生、過年度生、同等学力を持っているものを含む

職業高校卒業生/総合高校卒業生/一般高校卒業生
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専攻科限定
総合高校普通科

過年度生
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者）

技術芸能の
競技試合受
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二級技術士
免許の取得

科技大学
繁星計画
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特別選抜
入学
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特別推薦
入学

四技二專
特別推薦
入学
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四技二專への進学

•職業高校の卒業生も学力試験で一般大学の申請入
学を申し込める。

•2022年現在、現役高校卒業生は全体で約19.4万人、
一般高校生と職業高校生がそれぞれ半分を占めて
いる。

•しかし、一般大学向けの「学科能力試験」に申し
込んだ者は11.6万人、技術大学向けの「統一試
験」に申し込んだ者は、8.6万人になっている。
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転学制度

•昔より台湾では転学入試（編入試験）が盛んである。

•特に五年制専門学校の卒業生は四年制大学へ転学するこ
とがよくある。学部の転学生は二年また三年に編入され
ているが、二年生編入が主流である。

•高校卒業生は「学科能力試験」と「統一試験」の二者択
一で進学するが、大学に進学すると、転学あるいは学内
の転部が自由である。

•転学の理由については、大学の知名度、個人の進路選
択、親の好み、学費、交通事情などが挙げられる。
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転学制度

•一般大学の在学生が科学技術大学へ転学する、ま
たは科学技術大学の在学生が一般大学へ転学する
のは自由である。

•転学試験は基本的には各大学が独立で行い、トッ
プ国立大学と私立医学大学はそれぞれの統一編入
試験もある。

•試験の科目はそれぞれ（1～４科目）であるが、
最近はコロナ流行の関係で資料審査のみで進める
大学も増えている。
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大学入試と転学試験の比較
大学入試 転学試験

塾の料金 40～80万日本円（換算） 15万日本円（換算）

準備時間 一年 受験科目の勉強時間分

申請要件 高校以上の学歴
大学在学証明書、

または五年制専門学校学歴
試験方法 統一 独立入試

競争相手
全国の高校卒業生、

過年度生
各学科の転学志願者（一部は
五年制専門学校卒業生）

試験科目 大学入試の科目
1～４科目、

書類審査のみの大学も
単位互換 なし あり

不合格の場合 再受験または就職 在籍の大学で勉強を継続

学力の向上 大学入試科目の勉強
専門科目の勉強に集中し、

専門能力を向上
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大学院・学士後医学部の進学方法

•科目試験あるいは面接で学部卒業生が修士課程に進学す
る。

•五年制専門学校の卒業生は二年以上の勤務経験があれば、
修士課程の受験も可能である。

•「学士・修士一貫制」、「大学院五年一貫制」などの制度
もある。

•学士後医学部入試とは、すでに他分野の学士学位を持つも
のに対する特別入試である。実際は志願者の大半は修士学
位を持っている。競争倍率が大変高い。
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高等教育資格
• 修業年限：大学法と施行細則によれば、学部は履修単位が少な
くとも128単位、修業年限は４年で、大学が1～2年を延長でき
る。修士課程は１～４年、博士課程は２～７年。

• 実習などの必要性に応じるため、さらに半年～２年を延長でき
る。各大学が修業年限を調整する権限があるが、教育部に申告
しなければならない。

• 特別支援教育、妊娠、出産、子育ての関係などでその修業年限
を延長できる。

• 退学処分：犯罪など重大事件をめぐる退学処分は学内の審議会
で議論・決定する。成績不良については、昔は一学年または一
学期に1/2また2/3の科目が不合格になった場合は、退学処分に
なったことがあるが、現在はほとんど廃止された。

• 二重学籍による退学処分の規定は1985年に廃止された。
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高等教育資格

•学部進学の要件は、高校卒業が一般的な認識であるが、実際
の大学入学資格は多彩である。

•「大学入学同等学力認定標準」によれば、ある程度の条件を
満たすと、その進学要件が認められる。

•高校二年（五年制専門学校三年）まで修了したことがあり、
修業証明書、転学証明書または休学証明書を有する者。

•または独学学力鑑定試験合格の者、軍隊の学力鑑定試験合格
の者、公務員試験合格の者、技術士資格者（勤務年数を加
算）、満22歳で教育部の認めた単位を履修した者、満18歳で
職業訓練機関の認めた単位を履修した者などが認められる。

•修士課程と博士課程進学に係る同等学力認定の方向性は同じ
だが、その枠組みは比較的厳しい。博士課程の場合は修士論
文相当の著作が求められることがよくある。
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高等教育機関の設置認可制度

•大学設置認可関係法令は「大学法」、「大学法施
行細則」、「私立学校法」、「專科以上學校總量
發展規模與資源條件標準」（高等教育機関総合発
展規模および資源条件基準）などが挙げられる。

•「專科以上學校總量發展規模與資源條件標準」で
は、ST比、専任教員構造の基準、学部、大学院と
プログラムの要件、定員の基準、調整、キャンパ
スと建築物面積などが細かく規定されている。
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図8 認可された高等教育機関一覧
国・公立 私立

本学の所在地
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大学の情報公開

•政府と大学のアカウンタ
ビリティが社会に問われ
ている。

•政府情報公開法、大学法、
教育経費編成・管理法な
どによって、「大專校院
校務資訊公開平台」（大
学情報公開プラットフォ
ーム）が構築されたこと
から、学生、教職員、研
究、大学事務、財務など
の情報が公開されている。

図9 大学情報公開プラットフォーム
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大学情報公開プラットフォームの内容
• 学生情報：在籍者人数、卒業人数、外国人留学生人数、短期海外
留学人数、新入生入学率、休学・中退人数など。

• 教職員：専任、兼任教員の情報、外国人教員、教員の授業時間数、
ST比、専任教員の増減率、専任・兼任カウンセラーの人数など。

• 研究：研究計画の数、産学連携、経費、教員1人当たり研究資金、
特許の数、知的財産による収入など。

• 大学事務：学生事務、学部・学科の学費とその基準、カリキュラ
ム、卒業単位の構造、図書の数、校舎・キャンパスの面積、学生
寮、マイノリティ学生の奨学金、学費免除人数、理事・監事の名
簿、大学情報のウェブサイトなど。

• 財務：各大学の決算、キャッシュフロー、収入・支出、負債・総
資産額、経常支出、資本支出、財務報告ウェブサイトなど。

• 教育統計：教育部の統計分析など。 38



図10 分野別で大学・学科情報を調べる
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図11 大学間の比較（学費、総収入など）
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大学評価制度

• 1975年～2003年まで大学評価は教育部の主導で行われてき
たが、経費不足などにより定期的に行われていなかった。

• 1994年の大学法改正によって、大学評価が法制化された。
自己評価の推進（2001年）、台湾評価教育協会の発足
（TWAEA 、2003年）、高等教育評価センター基金会の創
立（HEEACT 、2006年）によって、機関別評価と分野別評
価（学科、研究科評価）からなる大学評価システムが確立
された。これまで三つの周期で評価活動が行われてきた。

• 2017年より機関別評価が継続されたが、分野別評価が任意
化された。その原因は評価活動が制度化・定着化したとい
う教育部の判断だった。
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図12 大学評価制度の発展
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•大学評価が制度化された時、一般大学は高等教育評価セン
ター基金会に評価され、科学技術大学は台湾評価教育協会
に評価されるという「棲み分け」で行われてきていた。

• 2017年より分野別の第三者評価の任意化、有料化によっ
て、政府の主導性がやや薄くなった。

•国内の評価団体の役割は大学の協力者またはパートナーへ
転換し、国際間の協力も著しく増えている。

•評価基準は「学科（研究科）経営発展と改善」、「教員と
教学」、「学生と学習」に簡素化されたが、大学の特色を
引き出せることが期待されている。

大学評価制度
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図13 教育部認可の国内・海外評価機関
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近年および将来的な動向

•少子化に歯止めがかからない中、政府の財政難、学生の学力
低下、就職難などで高等教育の課題がさらに複雑になってい
る。

•今後、大学の総学生数の定員割れが恒常化し、一部の私立大
学が閉校の危機に陥っている。

•高校生に対する多元的な入試制度により比較的合格機会が増
加したが、実際、一旦理想の大学に合格したものの学校に行
かず、学習が中断したりする。とくに高校３年の後期からの
不勉強で、大学が入学後の補習教育をしなければならない。

•新入生の学力格差によって、大学教員の教育負担が増大した。
とくに、数学、物理、化学などの学力格差が著しい。
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近年および将来的な動向
• 大学評価の定着が見られるも、国内外の大学ランキングはより一層
活発になった。各大学はとくに細かい項目に沿って、必死に自らの
特色を探り出している。

• 一方、メディアは大学情報公開の資料を活用し、ランキングを加工
・再加工することがよくある。

• 大学の特色を引き出すため、近年競争的経費の配分方法が多様化・
拡大化した。国公私立大学は、競って「高等教育深耕計画」、「大
学社会責任計画」、「バイリンガル教育」（2030年バイリンガル国
家を目指す）などに申請し、政府補助金の獲得を図っている。

• 大学入試のE-Portfolioシステムは国家の管理でAI技術の活用を通し、
高校段階におけるカリキュラム、部活、学校外の学習活動の全体像
を把握し、高大接続、大学のアドミション改革、DXの発展に寄与す
ることが期待されている。
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図14 E-Portfolioシステムによるカリキュラム分析
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図15 E-Portfolioシステムによる高校部活分析
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コロナウイルスによる影響

•コロナウイルスの影響がさまざまあるが、特にオミクロン
株が流行っている2022年に大学への影響が大きかった。

•大学側：管理運営コスト（消毒、テレワーク、患者の対応、
支援物資）の増大、学外からの寄付金減少、オンライン会
議・教育に伴うコストの増加、教職員、学生の経済支援、
精神的支援など。

•学生側：経済的負担、精神的負担、授業の負担、人間関係、
就職のストレス、海外留学の阻害など。

•教職員側：精神的負担、授業の負担（オンライン教育によ
る技能）、学生評価、海外研究の阻害など。
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大学の国際化
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図17 台湾における外国人留学生の推移
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教育部の大学国際化の取り組み
• 台湾人留学生、外国留学生に対する国費奨学金を提供する。

• 海外の短期留学、研修、ボランティア活動の奨学金を提供する。

• 大学に対して、海外研修生特別クラス、EMI教育などに補助金を
提供する。

• 海外向け：「新南向政策」を推進し、東南アジア、南アジア、
ニュージーランド、オーストラリアを対象国として、国際協力、
海外拠点、定期的な留学フェア、中国語センター設置など多様
な政策を行っている。

• 国内向け：台湾人学生に積極的に情報提供を行っている。たと
えば、「海外人材経験・国際リンク」（Taiwan GPS）、「外国大
学参考リスト」が挙げられる。

52



Taiwan GPS
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海外の学歴の承認

• 台湾は学歴を重要視する社会で、とくに大学、公務員システムで
は偽の学歴が禁物である。

• 台湾人の外国学歴を承認する場合、外国にある台湾大使館での承
認が必要である。

• また、海外の学歴承認の要件の一つが在学期間における海外滞在
の時間である。「大學辦理國外學歷採認辦法」（大学が外国学歴
を承認する規則）によれば、海外高等教育機関の在学期間の最小
限は学士学位32か月、修士学位8か月、博士学位16か月、五年一貫
制24か月、専門学校16か月と規定されている。ジョイント・ディ
グリーの場合は、在学期間の最小限は学士学位32か月、修士学位
12月、博士学位24か月とする。

• 学歴承認を受ける時、上記の在学期間を満たす上、出入国記録と
承認された学位記のコピーを必要とする。 54



図18 海外書類および外国学歴の承認

1.海外の書類（外国学歴）の原本で外国にある
台湾大使館に申請の場合。

海外書類(出産証
明書、ビジネス書

類など)

外国学歴

外国学歴

申請者が書類を持参・申請する
台湾
大使館

2.海外の書類（外国学歴）のコピーを郵送で
台湾大使館に申請の場合。（一部の国のみ）

台湾
大使館

台湾外交部
領務局

学歴の原本と
コピーの内容
が同じかどう
か検証し、証
明書を発行

申請者が証
明書を持っ
て帰る

申請者が関係書類を郵送

大使館が検証して、申請
者に郵送
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「外国大学参考リスト」と「外国学制パンフレット」

•台湾政府が承認した海外の大学（中国以外）とは、「教育部の
外国大学参考リスト」、または当該国の政府あるいは評価団体
が認めた高等教育機関に限られる。

•「外国大学参考リスト」と「外国学制パンフレット」は、教育
部が2014年より本学ワークグループに委託し、作成したもので
ある。

•対象国は103か国に及び、データが毎年更新されている。情報の
内容は各国の学制のほか、当該国の政府あるいは評価団体が認
めた大学等の高等教育機関の名称、設置形態、所在地、UNESCO
のISCED分類、当該国の評価機関に認証された年度、当該大学の
改名、合併、閉校などの記録を含む。

•当初は国民保護、消費者保護（学生、親、雇用先）の立場から
作成されたものであるが、現在は多国籍企業、外国人、塾、留
学業者などの利用者が増え、問い合わせも急速に増加している。
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図19 外国大学参考リストのウエブサイト
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外国大学参考リストの内容
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各国の学制
パンフレット
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台湾の日本語教育・日本研究の現状
• 2019年度の日本語能力試験の申込者は116万人、そのうち台湾人が

8.4万人、世界で3番目に多かった。

• 高校における日本語学習者は、2021学年度前期には286校、838クラ
ス、23,327名、同年度の後期には257校、761クラス、22,025名に達
している。

• 日本語はAP科目として多くの大学で単位互換が認められている。

• 2018年度には152高等教育機関の中で、139校が日本語クラスを開設
している。

• 48高等教育機関では日本語学科または応用日本語学科が設置され、
大学院日本語修士課程17校、博士課程1校ある。

• 近年、「日本研究」の大学院修士課程（政治、経済、社会）、日本
研究センターも次々と設置されている。
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図20 2018年度日本語学習者の統計

各国の人口比率から
みれば、台湾の日本語
学習者数は世界３位。
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日本留学の魅力とは

•地理的に台湾に近い。
•日本での生活体験、治安、観光などが魅力的。
•生活や留学の情報を手に入れやすい。
•欧米より奨学金が比較的取りやすい（台湾政府、
日本政府、日本の財団、自治体など）。
•出入国政策の変化（高度人材ポイント制）。
•文系・理系出身を問わず日本での就職が可能に
なっている。
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私の観察から

•政府・民間の交流がより頻繁になり、深化してきている。
（例えば通訳会社の業務の多様化から）

•日系企業が求める「人材像」が多様化している。（例えば非
日本語学科出身者の就職事情から）

•台湾の知日派の人数は確実に拡大している。（例えば日本語
能力試験受験者、日本語ガイド国家試験の受験者の背景など
から）

•留学の動機については大学生の間にいささかな変化があった。
（外国の学位より短い海外経験。短期留学だけでよい。）

•コロナがもたらした留学活動への影響は甚大。
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ご清聴、

どうもありがとうございました。
whyang@mail.ncnu.edu.tw


